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様式第１号（第１０条関係） 

  令和４年１２月２２日 

 公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター理事長 殿 

 

                        住 所 青森市新町二丁目４番１号 

                  補助事業者 名 称 ２１あおもり産業株式会社 

                        代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇  印 

 

青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金事業計画書 

 

 令和５年度において実施する青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助について、補助金

の交付を受けたいので、交付要領に定める要件等の全てを了解した上で、下記１の書類を添えて提出し

ます。また、当社は「青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金」の交付を受ける者とし

て、下記２のいずれの事項にも該当しません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことによ

り、当社が不利益を被ることとなっても、意義は一切申し立てません。 

 

記 

１ 提出書類 

（１）事業計画書 

（２）会社の概要がわかる書類（会社概要、パンフレット等）  

（３）直近２期分の決算報告書 

（４）センター理事長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付を受ける者として不適当な者 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）であるとき又

は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所

（常時契約を締結する事務所をいう）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営

に実質的に関与している者をいう。以下同じ）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ）であるとき 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を

有しているとき 

（５）過去に補助金等の不正使用等事案がないこと。 

【記載のポイント】 

申請書等の日付は和暦で記載 

【記載のポイント】 

申請書等の日付は和暦で記載 
【記載のポイント】 
押印は、会社印ではな
く「代表者印」を押印 
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事  業  計  画  書 

                           補助事業者名 ２１あおもり産業株式会社    

１ 申請者の概要 

企 業 名 ２１あおもり産業株式会社 

所 在 地 ０３０－０８０１ 青森市新町二丁目４番１号 〇〇ビル７階 

代表者名 代表取締役 〇〇 〇〇 

連 絡 先 電 話 番 号 ０１７－７７７－４０６６ 

F A X 番 号 ０１７－７２１－２５１４ 

担 当 者 名 営業部 主任 青森 太郎 

E - m a i l Taro_aomori@△△△△△ 

資 本 金        １０，０００千円 従業員数       ２０ 人 

業 種 

例）E製造業 

  28 電子部品・デバイス・電子

回路製造業 

284電子回路製造業 

※日本標準産業分類の中分類・小分
類まで記載すること。 

決 算 月        ３ 月 

設立年月   平成１０年 ４月 

 

※連携して事業を実施する場合には、下記に連携する者の概要について記載すること。 

企 業 名 【連携先の事業者名を記載してください。】 

所 在 地 【連携先事業者の所在住所を記載してください。】 

代表者名 【連携先事業者の代表者名を記載してください。】 

連 絡 先 電話番号 〇〇－△△△△－■■■■ 

FAX番号 〇〇－□□□□－◆◆◆◆ 

担当者名 生産本部 主任 〇〇 〇〇 

E-mail  

資 本 金        １０，０００千円 従業員数       ３０ 人 

業 種 

例）G情報通信業 

  39情報サービス業 

  391ソフトウェア業 

※日本標準産業分類の中分類・小分
類まで記載すること。 

決 算 月       〇〇 月 

設立年月  平成２９年 ４ 月 

連 携 の 

役  割 

 

連 携 の 

必 要 性 

 

（注１）必要に応じて欄を繰り返し設けて記載すること。 

【記載のポイント】 
・連携先が大学の場合も同様
に記載してください。 
・連携先が複数ある場合は、
表をコピー、行を挿入するな
どし、作成。 
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２ 事業概要 

事 業 名 例）省エネルギー型○○の試作開発と事業化 

事 業 の 目 的  

 

 

 

事 業 の 概 要  

 

 

 

 

 

事 業 実 施 期 間 開始予定日     令和 ５年 ４月 １日 

完了予定日     令和 〇年 〇月 〇日 

区 分 

○印 補 助 事 業 者 補助率 補助限度額 

 

①革新的環境イノベーションに貢献

する新たな技術の事業化に取り組

む県内中小企業者 

2／3以内 10,800千円 

〇 

②県内企業・大学等・公設試験研究機

関等と連携して、革新的環境イノベ

ーションに貢献する新たな技術の事

業化に取り組む県内中小企業者 

2／3以内 16,300千円 

 

③県内中小企業者と連携し、革新的環

境イノベーションに貢献する新たな

技術の事業化に取り組む県内大企業 

1／3以内 16,300千円 

（注１）必要に応じて概要図等の資料を添付すること。 

（注２）研究成果の内容が特許の場合には、出願特許と権利者についても記載し、使用許諾書の写

しを添付すること。 

 

 

【記載のポイント】 
・完了予定日は、最長で、 
令和７年３月３１日となり
ます。 

【記載のポイント】 
・いずれかに〇印を
付けてください。 
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３ 申請者の財務状況（直近４期分の実績を記載）            （単位：千円） 

 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 

売上高     

営業利益     

経常利益     

当期利益     

減価償却費     

 

※連携して事業を実施する場合には、下記に連携する者の財務状況について記載すること。 

                                   （単位：千円） 

企 業 名  

 年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 

売上高 

（当期収入額） 

    

営業利益     

経常利益 

（当期収入額－当期支出額） 

    

当期利益     

減価償却費     

（注１）必要に応じて欄を繰り返し設けて記載すること。 

 （注２）公設試など、上記科目に該当しない場合には、（ ）内の数字を記載すること。 
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４ 事業の状況 

（１）現状（市場、ニーズ、技術動向） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業の達成目標 

   

 

 

 

 

 

（３）既存技術・製品と実施事業との比較 

比較項目 実施内容 既存技術等の内容 

   

 

（４）革新的環境イノベーションに貢献することについての説明 
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技術指導 

経営サポート 

（５）事業実施体制 

※具体的な事業の責任者、実施体制を記載すること。（別紙資料の添付可） 

 

①総括責任者 

所属 ○○○○株式会社 

役職 ○○ 

氏名 ○○ ○○ 

 

②試作開発責任者 

所属 ●●●株式会社 

役職 ○○ 

氏名 ○○ ○○ 

 

③経理責任者 

所属 ●●●●株式会社 

役職 ○○〇 

氏名 ●● ●● 

 

④実施体制図 

 例） 

○○○○株式会社 

・○○の開発 

・○○の開発 

 

○
○
大
学 

○
○
株
式
会
社 

○
○
銀
行 

技術指導 

量産化 

温室効果ガス

の削減 
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（６）事業実施方法 

※具体的な事業の実施方法を記載すること。（別紙資料の添付可）
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５ 事業スケジュール 

     年月 

 

事業実施内容 

R5 

４ 

月 

５ 

月 

６ 

月 

７ 

月 

８ 

月 

９ 

月 

１０ 

月 

１１ 

月 

１２ 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 

R6 

４ 

月 

５ 

月 

６ 

月 

７ 

月 

８ 

月 

９ 

月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 

1 

月 

2 

月 

3 

月 

 

例） 

○○の検証 

・○○方法の検証

… 

○○の開発 

・○○試作… 

○○の改良 

・… 

○○調査 

・… 

〇〇の改良 

・… 

○○技術の確立 

・… 

 

 

                        

※事業実施内容欄には、事業実施方法に記載した内容毎に番号をつけ、その内容を記載すること。（例：①○○に係る開発、②○○の設計、③○○に係る

検証、④○○の課題の解明、⑤○○の評価の実施、⑥試作品の製造、⑦試作品の出荷、⑧試作品の改良など） 

※各項目毎に、実施する期間を矢印で記載すること。 
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６ 補助事業収支計画  

（１）収入の部                                          （単位：円）  

項   目 
金 額 

（初年度）  

金 額 

（次年度）  

金 額 

（次々年度）  
合計 摘 要 

１ 補  助  金      

２ 自 己 資 金      

３ 借  入  金      

４ そ  の  他      

合     計      

 

【記載のポイント】 
・補助金の額は、（２）の支出の部の 
合計（補助額）と同額となります。 

【記載のポイント】 
・合計欄は、本事業に係る総額です。 
・年度ごとの総額を合計すると全体の事業費と
なります。  
、 
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（２）支出の部                                          （単位：円）  

経費区分  

初年度 次年度 次々年度  合計 

金 額 
うち 

補助額 
金額 

うち 

補助額 
金額 

うち 

補助額 
金額 

うち 

補助額 

１ 謝金        
 

２ 旅費（専門家・職員）        
 

３ 原材料費         
 

４ 機械装置・工具器具備品費        
 

５ 外注加工費        
 

６ 試作開発費    
 

    
 

７ 委託費 100,000 66,666      
 

８ 知的財産取得経費  
 

      
 

９ 技術指導受入費         
 

10 その他事業費         
 

11 消費税及び地方消費税        
 

合 計        
 

【記載のポイント】 
・各経費ごとで、補助率をかけ、積算します。 
・小数点以下の端数が生じる場合は、切り捨て
となります。 
この場合、100,000 円×３分の２（補助率）  
     ＝66,666.666 ⇒ 66,666 円 
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７ 事業費明細 

（１）初年度                               （単位：円） 

経費区分 経費 積算明細 
うち 

補助額 
備 考 

１ 謝金  
 

  

２ 
旅費（専門家・

職員） 
    

３ 原材料費     

４ 
機械装置・工具

器具備品費 
    

５ 外注加工費     

６ 試作開発費     

７ 委託費     

８ 
知的財産取得経

費 
    

９ 技術指導受入費     

10 その他事業費     

11 
消費税及び地方

消費税 
    

 合    計     

【記載のポイント】 
・各経費の詳細の積算内訳を記
載いただきます。 
 外注加工等は、参考見積書を
徴取するなどして、金額を記載
いただきます。 
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（２）次年度                               （単位：円） 

経費区分 経費 積算明細 
うち 

補助額 
備 考 

１ 謝金     

２ 
旅費（専門家・

職員） 
    

３ 原材料費     

４ 
機械装置・工具

器具備品費 
    

５ 外注加工費     

６ 試作開発費     

７ 委託費     

８ 
知的財産取得経

費 
    

９ 技術指導受入費     

10 その他事業費     

11 
消費税及び地方

消費税 
    

 合    計     
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（３）次々年度                              （単位：円） 

経費区分 経費 積算明細 
うち 

補助額 
備 考 

１ 謝金     

２ 
旅費（専門家・

職員） 
    

３ 原材料費     

４ 
機械装置・工具

器具備品費 
    

５ 外注加工費     

６ 試作開発費     

７ 委託費     

８ 
知的財産取得経

費 
    

９ 技術指導受入費     

10 その他事業費     

11 
消費税及び地方

消費税 
    

 合    計     
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８ 事業実施成果  

（１）事業化計画                       （単位：千円）  

 実績 計画 

年度 年度 年度 年度 年度 年度 

販
売
計
画 

サンプル出荷       

開発       

設備投資       

製品等の生産       

製品等の販売       

売
上
見
込
み 

売上高       

売上高の根拠       

（企業名）       

（企業名）       

（企業名）       

※現在交渉中している企業がある場合には、企業名を具体的に記載のこと。 

※申請段階の直近実績から、５年後までの計画を記載すること。  

 

（２）損益計画                        （単位：千円）  

 実績 計画 

年度 年度 年度 年度 年度 年度 

売上高       

売上原価        

販売費・一般管理費       

減価償却費        

その他経費        

営業利益        

従業員数        

付価値額        

従業員1人当たりの

付加価値額  

      

※付加価値額＝営業利益＋人件費＋減価償却費 

※申請段階の直近実績から、５年後までの計画を記載すること。  

【記載のポイント】 
・申請段階の直近の実績に
ついて記載いただきます。 

【記載のポイント】 
・申請段階の直近の実績に
ついて記載いただきます。 
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（３）市場規模予測  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）地域経済・地域産業への波及効果  

※事業実施による県内企業との協力関係の構築など、地域経済及び地域産業への波及効

果を具体的に記載すること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 補足説明 

※申請書記載事項以外で、特にＰＲしたい内容があれば、適宜記載すること。  
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様式第２号（第１１条関係）  

あお産支第       号  

  年  月  日  

 

 

              殿  

 

 

                  公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター  

                     理事長               印  

 

 

青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金採択決定通知書  

 

     年  月  日付けで提出のあった   年度青森県戦略的ものづくり先進技

術事業化支援事業補助金については、下記のとおり貴社の事業計画を採択することとした

ので通知します。  

 

記  

 

 

１ 補助事業名  

 

２ 採択条件  

 

 

 

 

※審査会で採択された旨のセンターが発出する通知文です。 

 この文書のみでは、事業開始となりませんのでご注意ください。  

 こののち、交付申請書を提出いただき、交付決定通知を受け取った

後に、事業開始となります。 
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様式第３号（第１４条関係）  

  年  月  日 

 

 公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター理事長  殿 

 

 

 

                    住 所 

              補助事業者 名 称 

                    代表者職氏名              印 

 

 

 

青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金交付申請書  

 

   年度において実施する青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業について、

補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。  

 

記 

 

 １ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額  

  補助事業に要する経費 金        円（  年度分        円） 

（  年度分        円） 

（合  計         円） 

  補助金交付申請額    金        円（  年度分        円） 

                       （  年度分        円） 

（合  計         円） 

 

       

 

  

※審査会で採択された後に、提出いただく書類です。 
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様式第４号（第１４条関係）  

  年  月  日 

 

 

 

             殿 

 

 

 

    公益財団法人２１あおもり産業総合支援センター  

理事長               印 

 

 

 

青森県戦略的ものづくり先進技術事業化支援事業補助金交付決定通知書  

 

  年   月   日付けで申請のあった   度青森県戦略的ものづくり先進技術

事業化支援事業補助金については、下記のとおり交付することに決定したので通知します。 

 

記 

 

１ 補助事業名 

 

 

２ 補助金交付決定額 金               円 

          （内訳）   年度分 金        円 

                 年度分 金        円 

３ 交付条件  

  

 

※センターから採択事業者に対する文書で、本交付決定通知が事業

開始の合図となります。 

 本交付決定日以降に、事業を開始いただきます。 

 


